
医療保険者による生活習慣病対策の取組  

主な内容  

○ 各医療保険者は、国の指針に従って計画的に実施する。（平成20年度より）   

○ 健診によって発見された要保健指導者に対する保健指導の徹底を図る。 → 指針において明示   

○ 被用者保険の被扶養者等については、地元の市町村国保で健診や保健指導を受けられるようにする。  
→、医療保険者は市町村国保等の他の医療保険者における事業提供を活用することも可能。   
（費用負担及びデータ管理は、利用者の属する医療保険者が行う。）  
→都道府県ごとに設置される保険者協議会において、都道府県が中心になって、効率的なサービス提供  
がなされるよう、各医療保険者間の調整や助言を行う。   

○ 医療保険者は、健診結果のデータを有効に活用し、保健指導を受ける者を効率的に選定するとともに、   
事業評価を行う。また、被保険者一被扶養者に対して、健診等の結果の情報を保存しやすい形で提供する。   

※ 市町村国保等の健診事業等に対して、一部公費による支援措置を行う。  
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医療保険者の特定健康診査等実施計画に盛り込む内容  

1．健診Ⅰ保健指導の提供方法  

2．各年の対象人数の見込み  

3．費用、保険料の見込み  

4．医療費への効果の見通し  

5．未受診者等への勧奨方法  

6．目標数値  

①健診データ把握率  

②保健指導実施率  

③内臓脂肪型肥満に着目した糖尿病等の有病者t予備群の減少率  
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7．実績の評価  

○ 目標達成に向け、各主体の取組の進捗状況や目標の達成度について、都道府県  
が定期的に実態を把握した上で分析・評価し、計画の見直しに反映させる。（実績の  
評価についても、地域■職域連携推進協議会等の場を活用し、周係者の認識 の共有  
化を図る。）  

○ 都道府県は、医療費適正化計画の作成■施策の実施に関して必要がある場合、  
医療保険者、医療機関等の関係者に必要な協力を求めることができるほか、医療責  
適正化計画の進捗状況や実績の評価の実施上の必要により、医療保険者、医療  
機関等の関係者に必要な資料の提出の協力を求め、また、評価に基づき、医療  
保険者等に必要な助言・援助をすることができる旨の規定が医療制度改革関連法  

（高齢者の医療の確保に関する法律）に盛り込まれている。   
また、市町村が行うがん検診その他の健康増進事業についても、従来どおり、都道  
府県及び国において、実施状況を把握することとができることとし、その旨の規定を  
健康増進法に新たに位置付けている。  
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国、都道府県、市町村、医療保険者による生活習慣病対策の推進について  
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18年度以降のスケジュール（イメージ）  

都道府県   国   

平成18年度  ○いくつかの都道府県での準備事業   ○標準的な健診・保健指導プログラム（暫定版）め  

の実施  策定（6月）  

○保健医療科学院における計画策定担当者の養成  

研修の実施（7月）  

○都道府県健康・栄養調査等の実施  ○国民健康・栄養調査の実施（11月）  

○地域・職域連携推進協議会の設置  ○都道府県健康増進計画改定ガイドライン  

（確定版）の策定（参酌標準の提示等）（18年度中）   

平成19年度  ○すべての都道府県での健康増進   ○標準的な健診・保健指導プログラム（確定版）の  

計画の改定作業（※）   策定（19年度当初目途）  

○各都道府県での計画改定の支援   

平成20年度  ○新しい健康増進計画の施行  

○医療費適正化計画の施行  

（※）平成18年度までに計画改定を予定している場合又は平成20年度以降の計画改定を予定している場合、  

医療費適正化計画に関連する部分のみ一部追加■修正という形での対応も可。（詳細は次ページ参照）  
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既存の都道府県健康増進計画との関係  

1．中間評価等に基づく計画改定を18年度に予定している場合   

18年度の改定で今回新規に追加1修正すべき内容（内臓脂肪型肥満に着目した糖尿病等の  

有病者・予備群の減少率、健診・保健指導の実施率の目標や、その実現に向けた施策等）の  
追加が難しい場合には、19年度にその内容を追加。  

2．20年度以降に改定を予定していノ引象合  

（1）19年度に前倒しで対応することが可能な場合   

新規に追加・修正すべき内容を含め、19年度に前倒しで対応。  

（2）19年度に前倒しで対応することが困難な場合   

19年度は新規に追加・修正すべき内容のみを対応し、20年度にその他の内容について  

対応。  

8．計画期間の扱いについて  

現行の都道府県健康増進計画は、22年度を計画の終期としている場合が多いが、（D「健康  

日本21」の計画期間（22年度までの10年計画）、②医療費適正化計画の計画期間（20年度  
から24年度までの5年計画）の関係整理について、国において検討。  
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18年度におけるすべての都道府県における準備作業  

1．各都道府県における地域の実態の把握  

○地域の実態を踏まえた目標の設定のための調査の実施   

・内臓脂肪型肥満に着目した糖尿病等の有病者・予備群数、健診受診率、保健指導実施率  

2．医療保険者、市町村 等の関係者 との連携体制づくり   

○保険者協議会の場等を活用した医療保険者との意見交換  

・市町村国保、健保組合、政管健保、共済組合等との問で、目標設定や保健師、管理栄養士  

等のマンパワーの育成・確保、民間事業者の活用方策等に関する意見交換  

○保健所を通じた市町村との連携強化   

－20年度以降に市町村が担う健康増進事業（普及啓発、健康相談やがん検診等）の推進  

方策についての意見交換  

3．20年度本格実施に向けた保健師、管理栄養士等のマンパワーの育成   

○国や医療保険者、関係団体等における研修との連携の下、各都道府県における研修体制の  

充実  

・国や関係団体の本部等、中央レベルにおけるリーダーの育成と、都道府県や団体の都道府  
県支部等、地方レベルにおける実践者育成の連携  
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19年度におけるスケジュール（イメージ）  

都道府県   医療保険者、市町村等   

平成18年度  ○地域t職域連携推進協議会の設置  

平成19年度  

→都道府県全体の目標、施策方針  

等の全体方針の議論   ○医療保険者、市町村等各実施主体  

夏頃まで   それぞれの計画案の検討   

○地域・職域連携推進協議会  

→各実施主体ごとの計画案を踏ま  

えた目標値等の決定、役割分担、  

連携方策の議論   

02次医療圏単位の協議会等で、そ  

れぞれの役割分担、連携方策を踏ま  

年末まで  えた各実施主体の計画内容の検討   

議云  ○地域1職域連携推進協  

→都道府痕健康増進計画の策定   ○医療保険者、市町村等の各実施主  

年度末まで  体ごとの事業実施計画の策定   
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医療制度改革における生活習慣病対策の推進について  

○ 近年、我が国では、中高年の男性を中心に、肥満者の割合が増加傾向にあるが、肥満者の多くが、糖尿病、高血圧   
症、高脂血症等の危険因子を複数併せ持ち、危険因子が重なるほど心疾患や脳血管疾患を発症する危険が増大する。  
○ こうした内臓脂肪型肥満に着目した「内臓脂肪症候群（メタポリツクシンドローム）」の概念を導入し、国民の   
運動、栄養、喫煙面での健全な生活習慣の形成に向け（「1に運動、2に食事、しっかり禁煙、最後にクスリ」）、   

国民や関係者の「予防」の重要性に対する理解の促進を図る「健康づくりの国民運動化」を推進するとともに、必要   
度に応じた効果的な保健指導の徹底を図る「網羅的・体系的な保健サービス」を積極的に展開する。  

＜具体的な取組＞  

療保険者による保健事業の取組強化   

○ 健診未受診者の確実な把握、保健指導の徹底、   
医療費適正化効果までを含■めたデータの蓄積と効果   

の評価といった観点から、医療保険者による保健事   

業の取組強化を図る。   
→ 医療保険者に糖尿病等の予防に着目した健診・  

保健指導の実施を義務付け  

・  ヒ、首の  ヒ・効率化   

○ 内臓脂肪症候群等の予備群に対する保健指導を   

徹底するため、健診機会の段階化により予備群の   

確実な抽出を図るとともに、健診の結果を踏まえ、   

保健指導の必要度に応じた対象者の階層化を図り、   

動機付けの支援を含めた保健指導プログラムの標   

準化を図る。  

都道府県の簡合調整機能の発揮即容充実  

○ 都道府県が総合調整機能を発揮し、明確な目標の下、医療保険者、事業者、市町村等の役割分担を明確にし、   

これらの関係者の連携を一層促進していくことが必要。   

このため、都道府県健康増進計画について、 地域の実情を踏まえ、糖尿痛等の有病者・予備群の減少率や糖尿   
病等の予防に着目した健診・保健指導の実施率等の具体的な数値目標を設定し、関係者の具体的な役割分担と連   

携方策を明記するなど、その内容を充実させ、総合的な生活習慣病対策の推進を図る。  
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健康保険法等の一部を改正する法律の骨子  

医療保険制度について、国民皆保険を堅持し、将来にわたり持続可能なものとしていくため、「医療制度改革大綱」（平成17年  

12月1日政府ヰ党医療改革協議会決定）に沿って、医療費適正化の総合的な推進、新たな高齢者医療制度の創設、保険者  

の再編・統合等所要の措置を講ずる。  

適正化の華合的な推進   1」夏療費   

（1）医療費適正化計画の策定 【平成20年4月】  

○ 生活習慣病対策や長期入院の是正など中長期的な医療費適正化のため、国が示す基本方針に即し、国及び都道府県が計画（計画期間5年）  
を策定  

（2）保険者に対する一定の予防健診等の義務付け 【平成20年4月】  

○ 医療保険者に対し、40歳以上の被保険者等を対象とする糖尿病等の予防に着目した健診及び保健指導の実施を義務付け 

（3）保険給付の内容・範囲の見直し等  

○ 現役並みの所得がある高齢者の患者負担を2割から3割に引き上げ【平成18年10月】  

○ 療養病床に入院する高齢者の食費・居住費の負担の見直し【平成18年10月】  

○ 傷病手当金・出産手当金の支給率等を見直し【平成19年4月】  
0 70歳から74歳までの高齢者の患者負担を1割から2割に引き上げ【平成20年4月】  

○乳幼児に対する患者負担軽減（2割負担）の対象年齢を3歳未満から義務教育就学前まで拡大【平成20年4月】  

（4）病床転換助成事業の創設【平成20年4月】及び介護療養型医療施設の廃止【平成24年4月】  

2．新たな高齢者医療制度の創選   

（1）後期高齢者医療制度の創設 【平成20年4月】  

075歳以上の後期高齢者の保険料（1割）、現役世代（国保・被用者保険）からの支援（約4割）及び公費（約5割）を財源とする新たな医療制度を   
創設  

○ 保険料徴収は市町村が行い、財政運営は都道府県単位で全市町村が加入する広域連合が実施  
○高額医療費についての財政支援、保険料未納等に対する貸付一交付など、国・都道府県による財政安定化措置を実施  25   



（2）前期高齢者の医療費に係る財政調整制度の創設【串成20年4月】   

0 65歳から74歳までの前期高廟者の給付費及び前期高齢者に係る後期高齢者支援金について、国保及び被用者保険の加入者数に応じて  
負担する財政調整を実施   

○退職者医療制度について、平成26年度までの間における65歳未満の退職者を対象として、現行制度を経過措置として存続 

（1）国保の財政基盤強化 

○ 国保財政基盤強化策（高額医療費共同事業等）の継続  

○ 保険財政共同安定化事業甲 

（2）政管健保の公法人化 【平鹿20年10月】  

○ 健保組合の組合員以外の被保険者の保険を管掌する全国健康保険協会を設立  
○都道府県ごとに、地域の医療費を反映した保険料率を設定  
○適用及び保険料徴収事務はJ年金新組織において実施  

（3）地域型健保組合 【平成18年10月】  

○ 同一都道府県内における統合を促進するため、統合後の組合（地域型健保組合）について、経過措置として、保険料率の不均一設定を認める   

4∵その他  

○ 保険診療と保険外診療との併用について、将来的な保険導入のための評価を行うかどうかの観点から再構成【平成18年10月】 

○ 中医協の委員構成の見直し、層‖本推薦規定の廃止等所要の見直しを実施 【平成19年3月】   等  

（注）【】内は施行期日  
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（参考）高齢者の医療の確保に関する法律の概要（抜粋）  ※括弧内は該当条番号  

（医療費適正化基本方針及び全国医療費適正化計画）  

○ 厚生労働大臣が定める「医療費適正化基本方針」においては、次に掲げる事項を定める。（8）  

①都道府県医療費適正化計画において定めるべき目標に係る参酌すべき標準その他の当該計画の作成に当たって指針と   

なるべき基本的な事項  

②都道府県医療費適正化計画の達成状況の評価に関する基本的な事項  

③ 医療に要する費用の調査及び分析に関する基本的な事項  等  

○ 医療費適正化基本方針は、医療法に規定する基本方針、介護保険法に規定する基本指針及び健康増進法に規定する  

基本方針と調和が保たれたものでなければならない。（8）   

○ 厚生労働大臣が定める「全国医療費適正化計画」は、5年ごとに5年を一期として策定し、次に掲げる事項を定める。（8） 

①国民の健康の保持の推進に関し、国が達成すべき目標に関する事項  

②医療の効率的な提供の推進に関し、国が達成すべき目標に関する事項  

③ 目標を達成するために国が取り組むべき施策に関する事項  

④ 目標を達成するための保険者、医療機関その他の関係者の連携及び協力に関する事項  

⑤計画期間における医療に要する費用の見通しに関する事項  

⑥計画の達成状況の評価に関する事項  等  

○ 厚生労働大臣は、全国医療費適正化計画の作成年度の翌々年度において、計画の進捗状況に関する評価を行うとともに、  

その結果を公表する。また、計画の期間の終了の日の属する年度の翌年度に目標の達成状況及び施策の実施状況に関す  

る調査及び分析を行い、計画の実績に関する評価を行うとともに、各都道府県における医療費適正化計画の実績に関する評  

価を行い、その内容を公表するものとする。（11t12）  

（医療費適正化計画の作成等のための調査及び分析等）  

○ 厚生労働大臣は、全国医療費適正化計画及び都道府県医療費適正化計画の作成、実施及び評価に資するため、次の調  

査及び分析を行い、その結果を公表する。（16）  

① 医療に要する費用に関する地域別、年齢別又は疾病別の状況等  

② 医療の提供に関する地域別の病床数の推移の状況等  
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